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研究要旨： 本研究の目的は、自治体が実施する保健事業の外部委託に関する良好な実践

事例の収集・分析を行うことである。 

 平成 25 年度に 6自治体のインタビュー調査を行った。本年度は、追加で 3自治体のイ

ンタビューを実施した。3自治体とも随意契約方式（１自治体はプロポーザル方式）で外

部事業者を選定していた。良好な事例として、プロポーザル方式での業者選定のための

評価基準をより客観的なものに改善したり、介護二次予防プログラムの最終カンファレ

ンスに市の保健師が積極的関わり改善点を把握したりしていた中規模の自治体や、限ら

れた事業者を当初は自治体が中心に事業を開始して徐々に外部委託の範囲を増やしなが

ら事業者を育てている小規模の自治体の事例などが収集された。また外部委託に関する

課題として、(1)委託された保健事業のサービスの質をいかに担保するか、(2)サービス

提供の際に得られる住民の情報が内部スタッフに伝わりにくくなる、(3)内部スタッフが

外部委託されたサービスを経験できる機会がなくなり、専門職の育成における課題など

は昨年度と同様に挙げられた。委託事業、自治体の規模や方針、地域の資源やニーズな

どの要因により、望ましい外部委託の方法は異なるが、全国の自治体において、課題を

最小限にとどめ、保健事業の成果を上げるためには、今後いくつかの支援が必要と考え

られた。 
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A. 研究の背景と目的 

1．目的 

本研究の目的は、自治体が実施する保

健事業の外部委託に関する良好な実践事

例の収集・分析を行い、事業全体の成果

と効率を両立させる外部委託のあり方を



 

 

検討することである。 
 

B．方法 

1．調査方法 

研究班メンバー２名以上で半構造化面

接を実施した。面接時間は１～２時間程

度とした。調査内容は、研究班で検討し、

下記 7 項目で構成されるインタビューガ

イドとしてまとめた。委託プロセスにつ

いては、先行研究１)を参考に、委託する

前、委託中、事業終了後の評価の段階毎

に尋ねた。 

1. 自治体概要 
 2. 保健師配置状況 
 3. 委託実施状況 
 4. 委託理由 
 5. 委託プロセスについて 

6. 現状の成果と課題 
7. 良い委託を行うためのポイント 
インタビューで聴取した内容は、許可

を得られた場合は、IC レコーダーに録音

した。録音の許可が得られなかった場合

は、その場でメモをとることへの了解を

得、インタビュー後、メモを元に記録を

書き起こした。 

 

2．調査対象 

有識者より良好な実践事例として推薦

された自治体に電話で打診を行った結果、

委託のプロセスに対しての工夫が語られ、

かつインタビューの承諾が得られた 3 自

治体を調査対象とした。 

 
3．インタビュー期間 

平成 26 年 4 月～7月 

 
4．解析方法 

 録音が可能であったインタビューは、

逐語録におこした。逐語録や記録から、

各自治体別に、自治体の概要および委託

のプロセス、委託における工夫点、課題、

特に良い委託を行う上でのポイントと考

えられた点を整理するとともに、上述の

項目から各自治体の委託の特徴を整理し

た。この分析は、それぞれの事例ごとに

インタビューに参加したメンバーで行っ

た。 

  
5．倫理的配慮 

インタビュー調査の実施にあたっては、

事前に調査の概要、目的、方法、倫理的

配慮、協力しなくても何ら不利益を被ら

ない旨について記載した説明文書を送付

および電話にて説明し、調査協力を依頼

した。協力が得られた場合のみ調査を実

施した。実施の際には、再度調査目的を

説明するとともに、中断の自由、研究結

果の公表方法に関して口頭・書面で説明

し、承諾のサインを得た。なお研究計画

は、産業医科大学倫理委員会で承認を得

た。（H25-044 号） 

 
C．結果 

調査は 3 自治体に行った。調査対象と

なった自治体は 3 市で、人口規模は約 4

万～約 28 万人であった。 

委託事業の内容は、すべて高齢者保健

（介護予防事業）であった。委託先の選

定方法は、すべて随意契約であった。委

託理由は、「マンパー不足」が主な理由で

あったが、１自治体では介護保険法が改

正された際に、初めから、今後の事業運

営は外部委託というコンセンサスが存在

していた。 

委託にあたって、10 万人以下の小規模

な 2 自治体では、委託可能な事業者が１



 

 

ヶ所しかなく、当初は直営で行ったり、

自治体保健師が事業運営を手伝うなどし

て事業を開始し、その後事業者を育てな

がら段階的に外部委託の程度を増やして

いくという対応を行っていた。一方、約

24 万人の自治体では、プロポーザル方式

での選定において、評価基準を改善する

とともに、個々の利用者の最終カンファ

レンスに、包括支援センター、プログラ

ム提供事業者および市の保健師が合同で

行って、翌年のプログラム立案や改善に

活かすなどの積極的な関わりを行ってい

た。また各調査結果を添付１に示した。（G
市、H 市、I 市） 

   
D．考察 

昨年行った 6 市の自治体に、今回の 3
市の調査結果を加えて、自治体が実施す

る保健事業の外部委託に関する良好な実

践事例についてのインタビュー調査の結

果に基づき、事業全体の成果と効率を両

立させる保健事業の外部委託のあり方に

ついて考察する。 
住民の保健事業へのニーズの高まりを

受けて、多くの自治体において保健事業

の外部委託が行われている。自治体が保

健事業を行う際、まず、自営で実施する

範囲または外部委託する範囲を検討する

ことになる。その際、外部委託の範囲の

決定を適切に行うためには、まず外部委

託の意義と課題を明確に意識することが

必要となる。 
 昨今、保健事業の多様化によって、保

健師の重要な業務である地域診断を行う

時間が十分に確保できないといった課題

がある。外部委託の意義として、まず限

られた自治体保健師等の内部の専門資源

を、自治体の内部で行うべき業務を遂行

できるよう時間を確保することにある。

次に、自治体内部では実施困難なサービ

スを提供という意義がある。実施困難な

サービスには、時間の確保が難しい週末

における事業や個別の専門的な技術が必

要な事業が相当する。さらに、一部外部

委託を行うことによって、外部の専門職

の技術に接することによって、内部スタ

ッフが自らの技術を磨くことに積極的に

なるといった効果を期待することが挙げ

られる。 
 一方、外部委託の課題にはいくつかの

課題が存在する。主なものとして第一に

挙げられるのが、委託先のサービスの質

への不安である。提供されている質が仮

に高くても、質の管理状況や実際のサー

ビスが見えない状況において、質に対す

る不安が生じる。第二に、サービス提供

の際に得られる住民の情報が内部スタッ

フに伝わりにくくなることである。第三

に、内部スタッフが外部委託されたサー

ビスを経験できる機会がなくなり、専門

職の育成における課題が生じることであ

る。 
 いずれにしても、自治体の内部スタッ

フが直接行っても、外部に委託しても、

住民の立場からすれば、実際の提供者に

よる区別はなく、自治体が提供するサー

ビスとみなされるため、保健事業を外部

委託する行う際には、自治体はそのサー

ビスの質についても責任を持たなければ

ならない。したがって、以上のような外

部委託の意義と課題を意識して、外部委

託の範囲を決めた上で、外部委託の課題

を可能な限り解決できる適切な外部委託

が実施されなければならない。具体的に

は、外部委託先の選定や委託内容や実施

計画の策定を含む企画、外部委託先によ



 

 

るサービスの提供、評価および見直しの

流れに沿ったプロセスを明確にした上で、

外部委託を実施していくことが必要であ

る。また、その過程で保健事業について

専門的な知識を持つとともに、地域のニ

ーズを十分に理解している保健師が主体

的に関与していくことが質の高い外部委

託には不可欠である。 
9 自治体のインタビューの結果から得

られた外部委託のあり方に関するポイン

トを以下のとおり整理した。 
外部委託の方法には、主に一般競争入

札と随意契約がある。一般競争入札は、

入札額によって委託先が決定されるため、

委託内容についてどのような仕様書を作

成するかが非常に重要となる。しかし、

保健事業において質を担保し、利用者の

満足を得ることができるような複雑な内

容になるため、一般競争入札による選定

は容易ではない。一方、随意契約は対象

となる事業者が１ヶ所に限られる場合を

除き、プロポーザル方式で行われること

が多い。プロポーザル方式では、事業者

からの提案を評価して委託先を選定した

上で、詳細な内容はその後の打ち合わせ

によって具体化される。したがって、提

案内容の妥当性や実現可能性など、事業

者を選定の段階で行われる評価が重要と

なる。委託先が決まり、事業計画が策定

されれば、事業の実施に移る。外部委託

された内容も、自治体が責任を持つべき

住民サービスの一部として、自治体側の

保健師等は事業実施中においても様々な

形で関わり、情報を共有していくことが

望まれる。その上で、定期的に外部委託

の状況や成果を評価し、委託先や委託内

容を見直す必要がある。 
このような外部委託のプロセスは、ど

のような自治体においても共通と考えら

れる。 
しかし、委託候補となる外部事業者が

豊富な自治体と外部資源が限定的な自治

体では、一部で外部委託のプロセスにお

ける自治体保健師の関わりに違いが観察

された。前者では、契約の遂行状況やサ

ービスの質の管理状況を監査したり、事

業者間で競わせたりしながら、一定の緊

張感を保つ方法が選択しうる。一方後者

では、限られた外部事業者を育成するよ

うな姿勢で、積極的に関わっていくこと

が望ましい。現実には、委託先を選別で

きる豊富な外部資源を持つ自治体はそれ

ほど多くなく、信頼できる事業者を外部

委託の関わりの中で地域資源として育て

ていくようなアプローチが求められる。 
いずれにしても、全国の自治体におい

て、地域のニーズに合った外部委託が適

切に行われ、保健事業の成果を上げるた

めには、今後いくつかの支援が必要と考

えられる。具体的には、事業全体の成果

と効率を両立させる保健事業の外部委託

における基本的事項をまとめたガイドの

提供、各自治体の工夫や成果をまとめた

好事例集の作成、外部委託に主体的に関

与する保健師に向けた研修プログラムの

開発・提供などである。 

  
E．結論  

 良好な事例として、外部委託前に自治

体内で委託事業の詳細なマニュアルを作

成し、それに基づいた競争入札時の仕様

書の作成を事務職と協働して行っていた

事例や、限られた外部事業者を育成する

ような姿勢で、積極的に関わっている事

例などが収集された。また外部委託に関

する課題として、(1)委託された保健事業



 

 

のサービスの質をいかに担保するか、(2)

サービス提供の際に得られる住民の情報

が内部スタッフに伝わりにくくなる、(3)

内部スタッフが外部委託されたサービス

を経験できる機会がなくなり、専門職の

育成における課題なども聴取された。 

 委託事業、自治体の規模や方針、地域

の資源やニーズなどの要因により、望ま

しい外部委託の方法は異なるが、全国の

自治体において、課題を最小限にとどめ、

保健事業の成果を上げるためには、今後

いくつかの支援が必要と考えられた。 
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表1 良好事例の特徴  
G 市 外部委託している事業に対しても自治体が主体性をもって関わり、事業全体

および対象者の個別評価結果をもとに、プログラムの内容、委託先の選定の

審査基準など委託事業全体の継続的改善を図っている事例 

H 市 委託可能な事業者が存在しなかったため、当初は介護予防事業を直営で行い

ながら、委託先になれるように事業者のスタッフ等を育成するともに、１ヶ

所では対応できない内容において他の地域資源を組み合せるなど、フレキシ

ブルに対応を行っている事例 

I 市 委託可能な自治体が限られていたため随意契約で委託を行う一方、契約書の

作成、事業のモニタリングや評価などに自治体保健師が中心的に関わって質

の管理を行うとともに、徐々に関わりを減らしながら自立を支援した事例 

 

平成 26 年度に、3 自治体のインタビュー調査を実施している。（G 市～I 市） 


